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序　　　　　文

タイ王国においては、第7 次国家経済社会開発計画（1991 年 10 月～ 1996 年 9 月）において、海

外からの技術移転を促進して、国内の技術発展を図り、タイ製品の国際競争力を維持するために、

「工業所有権保護強化」が、重要施策の 1 つとして位置づけられています。

このような状況の下、タイ王国は、我が国に対して、同国において工業所有権行政全般を所管

している知的財産局（DIP）内にコンピューター化された工業所有権情報システムをもつ工業所有

権情報センターを構築し、同センターの活動を通して、DIP の出願を処理する機能の強化、工業

所有権情報の国民への普及を目的とするプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

この要請を受け、我が国は 1995 年 4 月に実施協議調査団を派遣しR ／D の署名・交換を行い、

工業所有権システムの構築、運用、保守管理、同システムを用いた先行技術調査、情報普及を通

じて、DIP の工業所有権の活用に係る能力を向上させることを目的として、1995 年 7 月より 5 年

間の協力を開始しました。

当事業団では、技術協力終了を 2000 年 6 月 30 日に控えた時点において、プロジェクトの実施

の効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性及び自立発展性を調査し、本プロジェクトの評価、プ

ロジェクト実施機関の今後の自立発展性について協議し、合同評価報告書として取りまとめると

ともに、プロジェクト終了時までの実施計画を策定することを主な目的として、2000 年 1 月 10 日

から同年 1 月 27 日にかけて終了時評価調査団を派遣しました。

この報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣に関し、ご協力いただきました日本・タイ王国の関係者各位に対して

深甚の謝意を表するとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

2000 年 2 月

国 際 協力事業団　　

理事　大 津　幸男　
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の目的

今回の終了時評価調査団では、2000 年 6 月 30 日の協力期間終了を控え、以下の方針に従い、終

了時評価を行うことを目的とする。

（1）日本・タイ双方の投入実績、プロジェクトの活動実績、運営・管理状況、カウンターパート

への技術移転状況等につき、当初計画に対する達成度を調査分析し、以下の 5 つの項目（「評

価 5 項目」）に基づき評価を行う。

ア　実施の効率性

イ　目標達成度

ウ　効果

エ　計画の妥当性

オ　自立発展性

（2）目標達成度を考慮して、今後の協力方針についてタイ側と協議する。

（3）評価結果から教訓及び提言を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法改善に資する。

1 － 2　評価の実施方法

（1）R ／ D をはじめとする各種報告書のデータ、プロジェクト活動報告書等に基づき、「終了時

評価用 PDME」「評価グリッド」を作成する。

（2）評価グリッドに基づいてカウンターパート、専門家、タイ側関係機関、産業界等からのイン

タビュー、質問票の配布等を行い、関連情報を収集し、その結果を評価 5 項目に従い、整理・

分析を行う。

（3）タイ側評価チームと合同で、合同評価報告書を作成・署名する。

（4）同時に結果を終了時評価調査票にまとめる。
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1 － 5　主要面談者

＜日本側＞

（1）プロジェクト専門家

岩崎　嘉章 長期専門家　チーフアドバイザー

三浦　義章 長期専門家　業務調整員

奥野　英幸 長期専門家　コンピューターシステム

平塚　敬一 長期専門家　研修・広報普及

諏訪　修 長期専門家　工業所有権情報

（2） JICA タイ事務所

岩口　健二 所長

梅崎　裕 次長

中本　明男 所員

＜タイ側＞

（1）商務省知的財産局 （DIP）

Mr. Pongthian Payakniti Director General

Mr. Santi Rattanasuwan Deputy Director General

Mr. Pisanu Sekasiddhi Director of Promotion and Development Division

Mr. Surat Tasnawijitwongs Director of Patent Office

Mr. Pichet Pentrakul Chief of Computer Center

Mr. Vichaya Wangpakapattanawong Deputy Director

Mrs. Onsiree Nooprom Chief of IP Library Section

Mr. Chumpichai Svasit-Xuto Chief of International Affair Section

Mr. Chaiyon Anupuppan Senior Computer Expert 6

Mrs. Warunee Charoensith Senior Intellectual Property Officer 6

Mr. Verasak Maiwatana Deputy Director of Patent Office

Mr. Vichit padtaisong Examiner of Patent Office

（2）技術経済開発局 （DTEC）

Mr. Banchong Amornchewin Chief of Japan Sub-Division, External Coopera-

tion Division I

Mrs. Supranee Liamcharoen Chief of Monitoring and Evaluation
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Ms. Boonmee Auapantaweepong External  Cooperat ion Officer ,  Monitoring and

Evaluation Sub-Division

Ms. Hataichanok Siriwadhanakul External Cooperation Officer,  Japan Sub-Divi-

sion, External Cooperation Division I

Mr. Vishnu Sanitburoot External Cooperation Officer,  Japan Sub-Divi-

sion, External Cooperation Division I

（3）商務省 （MOC）

Mr.Kanissorn Navanugraha Assistant Permanent Secretary

（4）科学技術環境省 （MOSTE）

Dr. Chachanat Thebtaranonth Deputy Director, National Science and Technol-

ogy Development Agency
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第 2 章　調査結果

2 － 1　対処方針と調査結果

調査項目 経緯と現状 対処方針 調査結果

（1）日本側投入
（イ）専門家派遣
・長期専門家（延べ9 名）
　チーフアドバイザー（2名）
　業務調整員（2 名）
　工業所有権情報（2 名）
　コンピューターシステム
　（1 名）
　研修・広報普及計画（2 名）
・短期専門家（延べ33 名）
（ロ）機材供与
　約3.1 億円（システム導入
用機材、アプリケーション
パッケージ、CD-ROM ジュー
クボックス、端末、ネット
ワーク構成機材等）
（ハ）研修員受入れ（延べ 18
名）

　1995 年度　4 名
　1996 年度　4 名
　1997 年度　4 名
　1998 年度　3 名
　1999 年度　3 名
（ニ）総経費
　約7 億円
（2）タイ側投入
（イ）C／P 配置13 名
　工業所有権行政（2 名）
　先行技術調査（5 名）
　コンピューターシステム
　（5 名）
　広報・普及（1 名）
（ロ）建物・施設
　専門家執務室の提供
　プロジェクト建屋　等
（ハ）ローカルコスト
　DIP：約6,000 万Baht
　DTEC：約400 万Baht

・外部端末との接続方法が
専用回線からインター
ネットに変更された。

・特許情報運営管理分野に
派遣されたC／Pが分野的
に不適切であった。

（1）日本側投入
　専門家派遣
　機材供与
　研修員受入れ
　予算措置
　投入計画

（2）タイ側投入
　C／P配置
　建物・設備
　機材維持・メンテナンス
　予算措置

（3）プロジェクト支援体制

（4）他の協力スキームとの連
携の観点から調査する。

・当初計画、また変更後の計
画の妥当性を調査する。

・C／P人選方法について調
査する。

・主な調査結果は以下のとおり。

・ネットワークインフラの変更は、機
材の一部に不適切なタイミングでの
供与が生じたが、全体としては現状
のインターネットの普及状況から考
えて適切な判断であり、結果として
プロジェクトの効果をより大きなも
のとしたと言える。

・研修員の一部に他部門への移動が起
こっており、研修の効果を生かされ
ないケースが生じた。

1　実施の効率性

・日本側投入
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調査項目 経緯と現状 対処方針 調査結果

・タイ側負担可能なローカ
ルコストまで日本側の負
担に頼った。

・システム分野のC／P が兼
任であり人数的に不足で
あった。

・普及・広報分野のC／Pに
一般への普及を総合的に
統括する機能が付与され
ていなかった。さらに、普
及広報は特許部の任務と
なっているが、特許部に普
及広報のC／Pが配置され
ていなかった。

・1997 年に始まった経済危
機によりデータ入力経費
が削減された。また、プロ
ジェクトに係る経費がDIP
の年度予算の 1 項目とし
て確保されていない。

・連携促進事業として2 回の
セミナーが開催されたが
セミナー達成目標が具体
的でなく効果が不明確で
あった。

・プロジェクト目標は「DIP
の工業所有権情報の活用
に係る能力が向上する」で
ある。
また、目標達成のための活
動はPOに基づいて実施さ
れている。

＜プロジェクト運営体制の
整備＞
・プロジェクトの組織運営体
制の整備に関して、C／ P
の兼任、人数不足、配置の
妥当性について若干の問題
があった。

＜システムの構築、運用、保
守管理ができる＞
・システムの構築、運用、保
守管理に関して、システム
化計画策定、システム保
守、コンピューター技術取
得の目標達成度が若干低
い。

・原因、現状について調査す
る。

・現状について確認する。

・現状について確認する。

・現状及び今後の見通しに
ついて調査する。

・セミナー開催に関する問
題点、今後の計画等につい
て調査する。

・POの活動に基づいて実施
状況を調査する。また、活
動の実施により得られた
成果がいかにプロジェク
ト目標に貢献しているか
を調査する。

・今後のスタッフの配置につ
いて調査する。

・現状について確認する。

・DIP 予算の制約のため、1998 年日本
会計年度に170 万バーツ相当のロー
カルコストを日本が負担した。この
支援は、特に特許データの入力に大
きな効果があった。

・コンピューターシステム分野では、
人数は適切であったが各カウンター
パートが他のシステムとの兼務で
あったことから全体としての業務量
が若干不足した場合があった。

・広報・普及分野に関しては、正式にカ
ウンターパートとしてアサインされ
た要員は、IP ライブラリーの担当者
であった。広報・普及分野には、他に
セミナーやインターネットを使った
普及活動があるため、カウンター
パート要員以外の関連部署のスタッ
フへも技術移転を適宜行うことで、
技術移転が促進された。

・システムのメンテナンスコストは適
切に確保されたが、特許データの入
力に関しては不十分であった。また、
プロジェクトの実施体制がタスク
フォースであるため年度予算の 1 項
目として確保することは困難である。

・連携促進事業において、本プロジェ
クトにより移転された技術が紹介さ
れ、各国間の工業所有権に係る情報
の共有化に貢献した。

・主な調査結果は以下のとおり。

・プロジェクトのタスクフォースは、
PDMに基づいて3 つのグループから
編成されている。また、現在までのと
ころプロジェクトのコアメンバーが
継続されており、要員の配置はおお
むね適切に行われたと言える。

・システム化計画の策定
技術移転はおおむね十分なレベルに
達しつつあるが、自らより効果的な
システムの構築を可能にするために
は、業務実態の把握に関する能力の
向上が望まれる。

・システム開発の管理
基本技術の移転は十分に達成された
が、開発に伴う組織管理技術に関し
ては、不十分であり、プロジェクト終
了時までに能力の向上が図られる必
要がある。

・タイ側投入

・他の協力スキームとの連携

2　目標達成度
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調査項目 経緯と現状 対処方針 調査結果

＜システムを用いた先行技
術調査ができる＞
・システムを用いた先行技術
調査について、国際特許分
類の理解、他の審査官への
指導、実案件に即した訓練
に問題がある。また、全審
査官がシステムを用いた
先行技術調査を取り入れ
ることが目標達成につな
がる。

＜システムを用いた工業所
有権情報普及ができる＞
・工業所有権情報普及に関
して、IP ライブラリーの運
営・管理業務のノウハウ移
転についてC／Pとディス
カッション中である。

・プロジェクトの上位目標
は「DIP の工業所有権行政
に係る能力が向上する」で
ある。

・現状について確認する。
また、今後の計画について
調査する。

・現状について確認する。

・プロジェクトの上位目標に
対するプロジェクトの貢
献度を評価する。また、そ
の他の効果がある場合は
これも評価する。
　評価は、アンケート、ヒア
リング等に基づいて行う。

・システムの運用
カウンターパート要員は既に自らシ
ステムの運用を実施している。

・システムの保守
カウンターパート要員は既に自ら保
守を行っているが、効率的なシステ
ムの運用のために、メンテナンス会
社の管理能力の強化が必要である。

・データベースの構築及び保守
技術移転は十分に行われており、効
率的なデータベースの構築に向けて
作業のルーチン化を促進することが
必要である。

・カウンターパート要員による先行技
術調査技術の取得は目標とするレベ
ルに達している。各カウンターパー
ト要員は自らの技術取得に加えて、
他の審査官への技術移転を促進中で
あり、今後の自立発展性を高めるう
えで、プロジェクトの終了に向けて
すべての審査官への技術移転を促進
することが望まれる。

・IP ライブラリーの運営は既にカウン
ターパート自身により行われており、
成果は十分に達成されていると言え
る。しかし、今後外部ユーザーからの
質問の増加、特にプロジェクト終了
後にそれが顕著になってくる可能性
が高いため、プロジェクト期間中に
更なる対応能力の向上を図ることが
望ましい。

・本プロジェクトを通して、カウン
ターパート要員のみならず知的財産
局のほとんどのスタッフが工業所有
権情報の重要性を認識するに至って
いる。

・本プロジェクトは、工業所有権行政
の近代化のみならず、タイ全体にお
ける工業所有権情報の普及に大きく
貢献した。

・ネットワークインフラが専用線から
インターネットに適切に変更された
ことは、結果として、広く一般に容易
な情報アクセスの機会を提供するこ
ととなった。

・本プロジェクトを通して移転された
情報技術は広く知的財産局の情報化
に寄与している。

・連携促進事業において、本プロジェ
クトにより移転された技術が知的財
産局により紹介され、本セミナーの
目的の 1 つである参加国の情報の共
有化に貢献した。

3　効果
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調査項目 経緯と現状 対処方針 調査結果

・通信情報技術の急速な発
展により一部当初計画が
変更されることがあった。

・工業所有権情報センター
として組織が確立されて
おらず、運営体制にも影響
を与えている。

・データ入力経費の確保及
び適切な人員の配置が必
要である。

・今後のシステム改変に必
要な経費を適切に確保す
る必要がある。

・先行技術調査を適切に行
うためには国際特許分類
の習熟、審査基準の明確
化、先端技術分野への習
熟、審査官自身の経験が必
要である。

・今回構築したシステムは既
存の事務処理システムと
相関性があり、この事務処
理システムの品質向上が
求められる。

・本プロジェクトのタイに
おける位置づけを確認す
る。

・プロジェクト目標がプロ
ジェクトを継続するため
の十分な根拠となってい
るか確認する。

・外部条件を考慮した計画
がなされたか調査する。

・工業所有権情報センターの
今後の組織体制について調
査する。

・今後の予算措置について調
査する。

・今後どのような措置をとる
のか確認する。

・事務処理システムの今後の
展望について確認する。

・工業所有権情報の活用能力強化は、
タイ国内産業の振興のための重要な
課題であり、上位目標、すなわち「知
的財産局の工業所有権に係る能力が
向上する」は、タイ政府方針に合致す
るものである。

・工業所有権情報の活用能力の強化は、
1）先行技術調査、2）工業所有権情報
の普及の 2 つの能力を強化すること
により達成されるが、これらは特許
の保護と普及という特許行政の根本
的な課題における中心的な役割を果
たすものである。

・近年、タイにおける特許出願は年々
増加してきており、また特許申請、研
究開発、発明等を目的とする工業所
有権情報のニーズが高まってきてい
ることから、知的財産局の工業所有
権行政に係る能力を向上するという
本プロジェクトの上位目標は、これ
らに応えるものである。

・プロジェクト計画当初、予想し得な
い通信情報技術の変化があったが適
切に計画変更を行い対応した。

・タイ側のプロジェクト組織はコン
ピューター・センター、審査部、IP ラ
イブラリー及び他の部門からのス
タッフで構成されているが、一貫し
て 1 人の副局長がプロジェクトマ
ネージャーとして組織を統括してき
ており、このような体制がしっかり
つくられる限り組織的な問題はない
ものと考えられる。

・プロジェクト期間全体を通して、シ
ステムの維持管理に関する予算が適
切措置されてきた。DIP はシステム
への適切な予算の確保の重要性を十
分理解しており、特許データの入力
も含めた適切な予算が今後とも確保
されると考えられる。

・先行技術調査に関しては、全員のカ
ウンターパート要員が他のスタッフ
へ技術指導できるレベルにプロジェ
クト終了時までに達成すると考えら
れる。しかし、国際特許分類の習熟、
審査基準の明確化、先端技術分野へ
の習熟は時間を要するものであり更
なる自助努力が必要である。

・事務処理システムの改善のため
WIPO ジャパン・ファンドの支援に
よりハード、ソフトの機材供与がな
されること、またこれら供与機材に
よるシステム構築のため事務処理シ
ステムの電算機処理化の経験を有す
る個別専門家の要請書を既に提出し
ている旨の説明があった。

4　計画の妥当性

5　自立発展性
（1）組織・制度的側面

（2）財政的側面

（3）技術的側面
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調査項目 経緯と現状 対処方針 調査結果

・TSI に従って、1999 年度の
協力を実施する。

・現状では特になし。

・1998 年巡回指導調査団派
遣時に作成されている。

・特記事項があればM／Dを
作成し記載する。

・事務処理システムを含め確
認する。

・先方と協議し評価用PDM
を作成する。

・当初計画に変更がないことを確認し
これをM／Dに記載した。

・本プロジェクトは予定どおり2000 年
6 月 30 日で終了する。事務処理シス
テムについてはWIPO ジャパンファ
ンドにより機材供与を受ける。タイ
側はこれに関連し個別専門家の要請
書を提出済みである。

・変更の必要はなかった。

6　協力期間内の協力

7　協力期間終了後の協力

8　PDMについて
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2 － 2　評価調査結果要約表

国名：タイ

分野：鉱工産業開発

所管部署：鉱工業開発協力部

案件名：工業所有権情報センター

援助形態：プロジェクト方式技術協力

協力金額（無償のみ）

先方関係機関：商務省知的財産局

我が方協力機関：特許庁国際課

他の関連協力：（財）日本特許情報機構

協力期間
（R／D）：1995 年4月27 日

（延長）：

（F／U）：

案件概要

調 査 者

・協力の背景と経緯
　タイ政府は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立をめざし、
1991 年 10 月から始まった第7次経済社会開発5か年計画のなかで、タイにおける知的所有
権体制の強化に力を注いできた。その一環としてタイ政府は、審査処理能力の強化、工業所
有権情報の公衆への普及に資するため、商務省知的財産局に工業所有権情報センターを設立
することを計画し、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請したものである。
・協力内容
（上位目標）
　知的財産局（DIP）の工業所有権行政に係る能力が向上する
（プロジェクト目標）
　DIP の工業所有権情報の活用に係る能力が向上する
（成果）
　0．プロジェクトの組織運営体制が整備される
　1．必要な機材が整備され、適切に維持管理される
　2．C ／ P が工業所有権情報システムの構築、運用、保守管理ができるようになる
　3．C ／ P が工業所有権情報システムを用いた先行技術調査ができるようになる
　4．C ／ P が工業所有権情報システムを用いた工業所有権情報普及ができるようになる
（投入）　（評価時点）
日本側：
　長期専門家派遣 延べ9名 機材供与 3億円
　短期専門家派遣 延べ22 名 ローカルコスト負担 170 万バーツ
　研修員受入れ 12名 その他
相手側：
　カウンターパート配置 延べ13 名 機材購入
　土地・施設提供 プロジェクト建屋等 ローカルコスト負担 6,400 バーツ
　その他

（担当分野：氏名　職位）
団長・総括 佐野　美則 国際協力事業団専門技術嘱託
技術協力計画 壬生　吉秋 特許庁国際課国際化対策専門官
システム評価分析柴田司壽男 財団法人日本特許情報機構 I・T業務部参事
評価管理 村上　聡 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課
評価分析 竹下　茂 株式会社地域計画連合主任研究員

調査期間 2000 年1 月10 日～2000 年 1 月 27 日 評価種類：終了時評価
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1．評価の目的

　日本・タイ双方の投入実績、プロジェクトの活動実績、運営・管理状況、カウンターパートへの技術

移転状況等につき当初計画に照らした目標達成度を調査分析し、評価5項目に基づき評価を行った。

　評価の結果に基づき、目標達成度を考慮して今後の協力方針についてタイ政府と協議するとともに、教

訓及び提言を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法の改善に資する。

2．評価結果の要約

（1）実施の効率性

－本プロジェクトでは、その途中で経済危機、インターネットの急速な普及等のプロジェクトデザイン

に大きく影響する外部条件の変化が生じたが、専門家派遣、資機材の供与、カウンターパート研修等、

適切に計画の変更が行われ、全体として量、質、タイミングの面で適切な投入が確保された。

－支援体制としては、ジョイント・コーディネーション・コミッティ（JCC）がプロジェクトのマイルス

トーンとして的確に機能したことに加えて、日本特許庁、（財）日本特許情報機構等による支援体制が

十分に構築され、プロジェクトの円滑な推進に貢献した。

（2）目標達成度

－以下の評価結果より、プロジェクト目標はおおむね達成されつつあり、プロジェクト終了時には十分

に達成されるものと考えられる。

　1） 本プロジェクトにより構築された工業所有権情報システムを活用した先行技術調査がカウンターパー

ト要員により適切に実施されており、またカウンターパート要員から他の審査官への技術移転も進行

中である。

　2）インターネット・ホームページ、IP ライブラリー、セミナーを通した工業所有権情報の普及活動が

既にカウンターパート要員あるいは他のスタッフにより主体的に実施されている。

（3）効果

－本プロジェクトを通して、カウンターパート要員のみならず知的財産局のほとんどのスタッフが工業

所有権情報の重要性を認識するに至っている。

－本プロジェクトは、工業所有権行政の近代化のみならず、タイ全体における工業所有権情報の普及に

大きく貢献した。

－ネットワークインフラが専用線からインターネットに適切に変更されたことは、結果として、広く一

般に容易な情報アクセスの機会を提供することとなった。

－本プロジェクトを通して移転された情報技術は広く知的財産局の情報化に寄与している。

－日本・アセアン連携セミナーにおいて、本プロジェクトにより移転された技術が知的財産局により紹

介され、本セミナーの目的の1つである参加国の情報の共有化に貢献した。

（4）計画の妥当性

－工業所有権情報の活用能力強化は、タイ国内産業の振興のための重要な課題であり、上位目標、すな

わち「知的財産局の工業所有権に係る能力が向上する」は、タイ政府方針に合致するものである。

－工業所有権情報の活用能力の強化は、1）先行技術調査、2）工業所有権情報の普及の2つの能力を強化

することにより達成されるが、これらは特許の保護と普及という特許行政の根本的な課題における中

心的な役割を果たすものである。

－近年、タイにおける特許出願は年々増加してきており、また特許申請、研究開発、発明等を目的とす

る工業所有権情報のニーズが高まってきていることから、知的財産局の工業所有権行政に係る能力を

向上するという本プロジェクトの上位目標は、これらに応えるものである。
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（5）自立発展性

－知的財産局では、知的財産協会等の外部ユーザー組織と連携を促進しており、この活動を通して、今

後も外部ユーザーのニーズを抽出しつつ、サービスの改善を図っていくことが可能になっている。

－経済危機以降の政府予算の縮減にもかかわらず、知的財産局の予算は微増し続けており、本分野の重

要性に関する認識の強さが確認されている。

－コンピューター・システム、先行技術調査、工業所有権情報普及の3つの分野いずれにおいても、プ

ロジェクト終了後の技術的発展を自ら実施していく能力を身につけつつあるか、または既に身につけ

ている状況にある。ただし、特許審査という観点では、審査基準の明確化、先進技術の知識の習得等、

審査官自ら能力を向上していく努力が今後とも要求される。

3．効果発現に貢献した要因

　（1）我が方に起因する要因

技術動向や経済状況の変動に応じた柔軟な計画変更やローカルコスト負担。

　（2）相手方に起因する要因

タイにおける工業所有権の重要性に対する認識の強さ。

4．問題点及び問題点を惹起した要因

　（1）我が方に起因する要因

技術移転方法、項目、目標等に関する当初計画の不明確さ。

　（2）相手方に起因する要因

通貨危機によるローカルコスト不足。



─ 13 ─

5．教訓　（新規案件、現在実施中の他の案件へのフィードバック）

　1）プロジェクトの自立発展性を強化するため、カウンターパート要員への技術移転に加えて他の関係

スタッフへの技術移転も考慮することが重要である。

　2）技術移転に際しては、技術の進歩に応じたカウンターパートの自立的な発展を確保することが重要

である。

　3）タスクフォースの形態を採用したプロジェクトにおいては、要員が兼任である場合が多いため、プ

ロジェクトの早い段階で作業項目、作業量を明らかにし、それに基づいて実施することが重要である。

　4）先端技術に依存するプロジェクトでは、その技術の変化の影響を想定しておくことも重要である。

6．提言（評価対象案件へのフィードバック（延長、フォローアップ協力の必要性等））

　タイにおける工業所有権情報の重要性がますます高まってきていることにかんがみ、更なるDIP の工

業所有権に係る能力向上のため、以下の事項が提言としてあげられる。

　1）プロジェクト終了時までを目標とする提言

　－システムの適切な維持管理を継続していくため、メンテナンス会社の管理を含む管理能力の強化を

図る。

　－すべての審査官がシステムを活用することを目標に、カウンターパート要員から他のスタッフへの

技術移転を促進する。

　－工業所有権の普及に関しては、できるだけ多くのオン・ザ・ジョブ・トレーニングを実施できるよ

う日本人専門家、カウンターパート要員、他のスタッフ間の協同作業を促進することが重要である。

　2）プロジェクト終了後早期達成を目標とする提言

　－システムの能力を最大限に生かすため、特許データ入力をできるだけ速やかに完了する。

　－本プロジェクトのタスクフォースは、特許データの入力が完了するまで継続することが望ましい。

　－特許情報を更新し、検索を正確にするために、本プロジェクトの範囲外ではあるが、事務処理シス

テムの改善と特許情報のデータ入力作業のルーチン化を促進することが望ましい。
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2 － 3　プロジェクト方式技術協力終了時評価調査表

プロジェクト名

相手国

協力期間

R ／D（協定）

事業分野

技術協力分野

相手国実施機関

終了時評価調査団

終了時評価調査実施日

（和）タイ王国工業所有権情報センター協力事業

（英）The Japanese Technical Cooperation for the Project on the Industrial

Property Information Center in the Kingdom of Thailand

タイ王国

1995 年 7 月 1 日～2000 年 6 月 30 日（5 年）

センター ／保健医療／人口家族計画／農林水産／産業開発

研究開発／ 技術普及 ／人材育成

商務省知的所有権局

氏名 担当 所属

団長・総括 佐野　美則 JICA 専門技術嘱託

技術協力計画 壬生　吉秋 通商産業省特許庁

システム評価分析 柴田　司壽男 （財）日本特許情報機構

評価管理 村上　聡 JICA 鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第二課

評価分析 竹下　茂 （株）地域計画連合

2000 年1 月 10 日～2000 年 1 月 27 日（18 日間）

評価用プロジェクト・

デザイン・マトリック

ス（PDME）

添付資料（PDME を添付）
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（1）実施の効率性 －本プロジェクトでは、その途中で経済危機、インターネットの急速な普及
等のプロジェクトデザインに大きく影響する外部条件の変化が生じたが、
専門家派遣、資機材の供与、カウンターパート研修等、適切に計画の変更
が行われ、全体として量、質、タイミングの面で適切な投入が確保された。
－支援体制としては、ジョイント・コーディネーション・コミッティ（JCC）
がプロジェクトのマイルストーンとして的確に機能したことに加えて、日
本特許庁、（財）日本特許情報機構等による支援体制が十分に構築され、プ
ロジェクトの円滑な推進に貢献した。

－以下の評価結果より、プロジェクト目標（知的財産局の工業所有権行政に
係る能力が向上する）はおおむね達成されつつあり、プロジェクト終了時
には十分に達成されるものと考えられる。
　1） 本プロジェクトにより構築された工業所有権情報システムを活用した

先行技術調査がカウンターパート要員により適切に実施されており、
またカウンターパート要員から他の審査官への技術移転も進行中であ
る。

　2）インターネット・ホームページ、IP ライブラリー、セミナーを通した
工業所有権情報の普及活動が既にカウンターパート要員あるいは他の
スタッフにより主体的に実施されている。

（2）目標達成度

－本プロジェクトを通して、カウンターパート要員のみならず知的財産局
のほとんどのスタッフが工業所有権情報の重要性を認識するに至ってい
る。
－本プロジェクトは、工業所有権行政の近代化のみならず、タイ全体におけ
る工業所有権情報の普及に大きく貢献した。
－ネットワークインフラが専用線からインターネットに適切に変更された
ことは、結果として、広く一般に容易な情報アクセスの機会を提供するこ
ととなった。
－本プロジェクトを通して移転された情報技術は広く知的財産局の情報化
に寄与している。
－日本・アセアン連携セミナーにおいて、本プロジェクトにより移転された
技術が知的財産局により紹介され、本セミナーの目的の1つである参加国
の情報の共有化に貢献した。

－工業所有権情報の活用能力強化は、タイ国内産業の振興のための重要な
課題であり、上位目標、すなわち「知的財産局の工業所有権に係る能力が
向上する」は、タイ政府方針に合致するものである。
－工業所有権情報の活用能力の強化は、1）先行技術調査、2）工業所有権情
報の普及の2つの能力を強化することにより達成されるが、これらは特許
の保護と普及という特許行政の根本的な課題における中心的な役割を果
たすものである。
－近年、タイにおける特許出願は年々増加してきており、また特許申請、研
究開発、発明等を目的とする工業所有権情報のニーズが高まってきてい
ることから、知的財産局の工業所有権行政に係る能力を向上するという
本プロジェクトの上位目標は、これらに応えるものである。

（3）効果
（インパクト）

（4）計画の妥当性

評価結果の要約
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（5）自立発展性

（6）今後の見通し

－知的財産局では、知的財産協会等の外部ユーザー組織と連携を促進しており、
この活動を通して、今後も外部ユーザーのニーズを抽出しつつ、サービスの
改善を図っていくことが可能になっている。
－経済危機以降の政府予算の縮減にもかかわらず、知的財産局の予算は微増し
続けており、本分野の重要性に関する認識の強さが確認されている。
－コンピューター・システム、先行技術調査、工業所有権情報普及の3つの分
野いずれにおいても、プロジェクト終了後の技術的発展を自ら実施していく
能力を身につけつつあるか、または既に身につけている状況にある。ただし、
特許審査という観点では、審査基準の明確化、先進技術の知識の習得等、審
査官自ら能力を向上していく努力が今後とも要求される。

－本プロジェクトは、2000 年 6 月末をもって終了する予定であるが、上述し
たようにプロジェクトの目標は終了時までに十分に達成できる状況になって
いる。しかしながら、プロジェクトを通して構築されたシステム、あるいは
移転された技術は、それら単独で簡潔するものではなく、他のシステムや諸
活動との連携のうえにより大きな効果をもつものであり、その認識の下、今
後は知的財産局全体としての能力向上に向けて更なる努力が期待される。
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Ⅰ　協力実施プロセス

1．要請の内容
と背景

　タイ政府は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立を
めざし、1991 年10 月から始まった第7次経済社会開発5か年計画のなかで、タイ
における知的所有権体制の強化に力を注いできた。その一環としてタイ政府は、審
査処理能力の強化、工業所有権情報の公衆への普及に資するため、商務省知的財
産局に工業所有権情報センターを設立することを計画し、我が国にプロジェクト
方式技術協力を要請したものである。

1993 年7 月

1994 年7月5日～7月14日
団長 寺本 義憲 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課課長
技術協力計画 赤川 誠一 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課システム調整班長
情報システム 小嶋 一正 財団法人日本特許情報機構 電子計算機室参事
研修計画 河野 方美 財団法人国際情報化協力センター振興部長
プロジェクト運営管理 新居田 知生 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力課

1995 年1～2月
工業所有権情報 草野 正二 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課課長補佐
工業所有権情報 小嶋 一正 財団法人日本特許情報機構 電子計算機室　参事

1995 年4 月20日～4月29 日
団長・総括 森本 修 通商産業省特許庁総務部長
技術協力計画 橋本 虎之助 通商産業省特許庁審査第三部繊維加工審査長
工業所有権情報 草野 正二 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課課長補佐
工業所有権情報 小嶋 一正 財団法人日本特許情報機構 電子計算機室　参事
プロジェクト運営管理 新居田 知生 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力課

1996 年6 月10日～6月19 日
団長・総括 早福 宏理 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課課長
技術協力計画 小嶋 一正 財団法人日本特許情報機構 電子計算機室　参事
工業所有権情報 佐藤 智康 通商産業省特許庁総務部国際課地域政策第1係長
プロジェクト運営管理 福島 浩司 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力課

1997 年10 月6日～10月12 日
団長（巡回調査） 服部 薫 国際協力事業団鉱工業開発協力部次長
工業所有権政策 久保 竜一 通商産業省特許庁総務部国際課課長補佐
コンピューターシステム 本郷 彰 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課
協力企画 原田 隆興 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課

1998 年8 月16日～8月22 日
総括 桑島 京子 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課課長
技術協力計画 長屋陽二郎 通商産業省特許庁総務部国際課課長補佐
計画管理 原田 隆興 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課

1998 年10 月25 日～10月31 日
団長 渡辺 政嘉 通商産業省通商政策局経済協力部技術協力課課長補佐
技術協力計画 本郷 彰 通商産業省特許庁総務部電子計算機業務課システム計画係長
コンピューターシステム 浅見 新一 財団法人日本特許情報機構システム部開発課主事
プロジェクト協力企画 原田 隆興 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課

2．協力実施の
プロセス

（1）要請発出

（2）事前調査

（3）長期調査員

（4）実施協議

（5）計画打合せ

（6）巡回指導

（7）運営指導

（8）巡回指導
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3．協力実施過
程における特
記事項
（1）計画変更
の有無

（2）プロジェ
クト実施体制
の変更の有無

　プロジェクトの実施途中において、インターネット技術の進展により当初計画
されていたネットワークインフラが専用線からインターネットに変更された。こ
れにより、資機材及び技術移転項目の一部に変更が発生したが、柔軟かつ適切な
計画の変更によりプロジェクト目標の達成は十分に行われつつある。

　タイ側プロジェクト要員に大きな変更はなく、また途中で生じた知的財産局の
組織改革もプロジェクトの組織体制にマイナスの影響を及ぼすようなことはなかっ
た。

4．他の援助事
業との関連

　IPIC プロジェクトと平行してGTZ（ドイツ）による支援が行われていた。GTZと
は直接的な連携はなかったが、協力範囲が明確に分けられていたことにより、双
方のプロジェクト内容が重なることなく効果的に実施された。
　GTZによる支援内容は以下のとおりである。
　　1）実用新案の制度の立上げ協力
　　2）弁理士制度の充実に協力

5．専門家派遣 （1）長期専門家（延べ人数）
①チーフアドバイザー （2）
②業務調整員（2）
③工業所有権情報（2）
④コンピューターシステム （1）
⑤研修・広報普及計画（2）

（2）短期専門家
延べ24 名

6．研修員受入
れ

延べ18 名
1995 年度　4名
1996 年度　4名
1997 年度　4名
1998 年度　3名
1999 年度　3名

7．機材供与 約3.1 億円
（システム導入用機材、アプリケーションパッケージ、CD-ROMジュークボックス、
端末、ネットワーク構成機材）

8．現地業務費 約3.7 億円
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Ⅱ　計画達成度

上位目標
知的財産局（DIP）の工業所有
権行政に係る能力が向上する

1．出願処理等の件数

2．主な外部ユーザーの満足度 2．アンケート調査により、知的財産局
のサービスに対する外部ユーザーの満足
度が高いこと、また更なるサービス向上
の期待が高いことが確認された。

プロジェクト目標
DIP の工業所有権情報の活用
に係る能力が向上する

1．先行技術調査の実施状況

2．工業所有権技術情報の活用
状況

1．定量的に把握することはできなかっ
たが、カウンターパート要員によるシス
テムを活用した先行技術調査は、積極的
に実施されている。

2．知的財産局は、既にインターネット・
ホームページ、IP ライブラリー、セミ
ナーを通じた外部ユーザーへの工業所有
権情報の普及を推進している。

成果
0．プロジェクトの組織運営体
制が整備される

1．必要な機材が整備され、適
切に維持管理される

2．C ／ P が工業所有権情報シ
ステムの構築、運用、保守管理
ができるようになる

3．C ／ P が工業所有権情報シ
ステムを用いた先行技術調査
ができるようになる

4．C ／ P が工業所有権情報シ
ステムを用いた工業所有権情
報普及ができるようになる

0．スタッフの配置状況、年間
計画、予算措置

1．資機材の使用・管理状況

2-1．システムの保守管理状況

2-2．マニュアルの整備状況

3．システムの利用状況

4-1．セミナー等の開催状況

4-2．IPIC 一般用端末利用者数

0．カウンターパート要員はPDMに基づ
いて適切に配置されており、カウンター
パートにより、既に2000 年の年間シス
テム保守管理計画、予算計画が策定され
ている。

1．資機材はおおむね有効に活用されて
おり、管理台帳にて適切に管理されてい
る。

2-1．システムの管理は、既にカウンター
パート要員により適切に管理されてい
る。

2-2．先行技術調査、広報普及、コン
ピューターシステムの各分野ごとに英語
又はタイ語にてマニュアルが整備され、
適切に利用されている。

3．カウンターパートである審査官は、
審査業務量の約半分程度をシステムを
使った先行技術調査に割り当てており、
活用割合はかなり高いと言える。

4-1．現在までのところ、バンコクをはじ
め、コンケン、ナコンラチャシマなど5
つの市において、計8回のセミナーが開
催されており、参加者からの良好な反応
も確認されている。

4-2． IP ライブラリーでは、常時2～3名
程度が一般端末を利用しており、また外
部ユーザーに対する利用指導も適切に行
われている。

プロジェクトの要約 指標 実績
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4-3．IP ライブラリー管理状況 4-3．利用者、所蔵文献は台帳に基づいて
適切に管理されている。

活動
0-1．必要な人員を配置する
0-2．活動計画を策定する
0-3．予算計画を策定し、適切
に実行する

1-1．機材の調達計画を作成す
る

1-2．機材を据え付け、整備す
る

1-3．機材を維持管理する
2-1．システム化計画を策定す
る

2-2．システムの開発を管理す
る

2-3．システムを運用する
2-4．システムを保守する
2-5．C ／ P コンピューターに
関する技術を習得する

2-6．工業所有権データベース
を管理する

3-1．C／P が検索PCの操作技
術を習得する

3-2．先行技術調査を行う
3-3．C ／ P がシステムを用い
た審査技術を習得する

4-1．工業所有権情報を啓蒙す
る

4-2．工業所有権情報システム
を用いて工業所有権情報
の普及広報を行う

4-3．セミナーを開催・運営す
る

4-4．IP ライブラリーを運営・
管理する

日本側
（1）専門家派遣
　・長期専門家
　　チーフアドバイザー
　　業務調整
　　工業所有権情報
　　コンピューターシステム
　・短期専門家
　　個別技術分野、機材据え付

け等
（2）研修員受入れ
　1995 年日本会計年度から協
力期間終了まで毎年適切な人
数を受入れ。
（3）機材供与
　工業所有権情報システム構
築に必要なハード・ソフトを
中心として供与。

タイ側
（1）必要な投入の確保（実施場
所、施設、人員、予算）

（2）工業所有権情報システム
の構築

日本側
（1）専門家派遣
・長期専門家 ：常時 5名、延べ9名

・短期専門家：22 名

（2）研修員受入れ
　延べ12 名

（3）機材供与
　約3億700 万円

その他
ローカルコスト支援：170 万バーツ

タイ側
（1） 必要な投入の確保
　・C／Pの配置：13 名
工業所有権行政 ：2名
先行技術調査　 ：5名
コンピューターシステム ：5 名
広報･普及 ：1名（その他適
宜人選）

　・建物・施設
専門家執務室の提供
プロジェクト建屋　等

（2） 工業所有権情報システムの構築
・ローカルコスト（DIP）：約6,000 万バーツ
・ローカルコスト（DTEC）：約400 万バーツ

投入

R／D 実績
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Ⅲ　5 項目評価結果

1．実施の効率性

（1）協力規模
　（投入）

日本側
1. 専門家派遣
　長期及び短期専門家の派遣は、システム開発スケジュールに併せて適切に実施され
た。計画の一部変更（ネットワークインフラを専用線からインターネットへ変更）に
際しても、システム関連の短期専門家の派遣を柔軟に実施することにより、投入の合
理性を確保できた。なお、先行技術調査の短期専門家派遣に関しては、1回の派遣日
数が十分な技術移転のためには短かったとの意見がカウンターパート要員より出され
た。
2. 機材供与
　資材供与は、量・質共に適切に実施された。タイミングの面で、いくつかの機材に
供給時期の遅れが発生したが、その後の努力により影響はリカバーされている。また、
ネットワークインフラの変更は、機材の一部に不適切なタイミングでの供与が生じた
が、全体としては現状のインターネットの普及状況から考えて適切な判断であり、結
果としてプロジェクトの効果をより大きなものとしたと言える。
3. 研修員受入れ
　コンピューターシステム分野に関しては、タイミング及び研修内容ともに適切に実
施された。工業所有権情報管理に関しては、研修員の一部に他部門への移動が起こっ
ており、研修の効果を生かされないケースが生じた。また、広報・普及に関しては、
DIP 内の組織的な制約により、カウンターパート要員が研修を受けられないことが結
果として生じた。
4. ローカルコスト支援
　DIP 予算の制約のため、1998 年日本会計年度に170 万バーツ相当のローカルコスト
を日本が負担した。この支援は、特に特許データの入力に大きな効果があった。

タイ側
1. 施設等
　プロジェクト途中でDIP の庁舎移転が発生したが、ケーブル等のやむを得ない部品
を除いて、システムの移転は適切に行われ、プロジェクトへの影響は特に生じなかっ
た。
2. カウンターパートの配置
　カウンターパート要員の配置はおおむね適切であった。個別分野ごとの状況は以下
のとおりである。
・コンピューターシステム分野では、人数は適切であったが各カウンターパートが他
のシステムとの兼務であったことから全体としての業務量が若干不足した場合が
あった。

・先行技術調査分野に関しては、要員の人数は適切であったが、途中での組織改革に
よりグループ編成が変更になったため、これら各グループのリーダーが当初よりカ
ウンターパートとしてアサインされていればより効果が大きかったと言える。

・広報・普及分野に関しては、正式にカウンターパートとしてアサインされた要員は、
IP ライブラリーの担当者であった。広報・普及分野には、他にセミナーやインター
ネットを使った普及活動があるため、カウンターパート要員以外の関連部署のス
タッフへも技術移転を適宜行うことで、技術移転が促進された。
3. ローカルコスト負担
　システムのメンテナンスコストは適切に確保されたが、特許データの入力に関して
は不十分であった。
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（2）プロジェク
ト支援体制

　ジョイント・コーディネーション・コミッティは、プロジェクトの実績チェック及
び年間計画の策定において、マイルストーン的な役割となり適切に機能した。
　また、国内支援委員会、日本特許庁等による支援体制が充実していたこともプロ
ジェクトの推進に少なからず寄与したものと考えられる。

（3）他の協力形
態との連携

　IPIC プロジェクトと平行してGTZ（ドイツ）による支援が行われていた。GTZ とは
直接的な連携はなかったが、協力範囲が明確に分けられていたことにより、双方のプ
ロジェクト内容が重なることなく効果的に実施された。また、情報交換により、双方
の協力分野を確認しながらプロジェクトが進められた。
　GTZ による支援は以下のとおりである。
　1）実用新案の制度の立上げ協力
　2）弁理士制度の充実に協力



─ 23 ─

2．目標達成度

（1） 成果に対
するプロジェ
クトの各活動
の貢献

成果の達成度 指標の実績

1. プロジェクトのタスクフォースは、DIP 内に適切に組織され、
効果的に運営されている。

1.1 要員の配置
　プロジェクトのタスクフォースは、PDMに基づいて3つの
グループから編成されている。また、現在までのところプロ
ジェクトのコアメンバーが継続されており、要員の配置はおお
むね適切に行われたと言える。今後克服されるべき課題として
は、以下の点があげられる。
1）システムの構築・保守・運用分野に関しては、効率的な技術
移転のために、結果として要員数が若干不足気味であった。
2）先行技術調査分野に関しては、技術移転達成目標に基づい
て、カウンターパート要員から他のスタッフへの技術移転をプ
ロジェクト終了に向けて促進する必要がある。
3）広報・普及分野に関しては、オン・ザ・ジョブ・トレーニン
グに加えて、技術移転達成目標に基づく技術移転の促進をプロ
ジェクト終了に向けて促進することが必要である。
1.2 年間活動計画の策定
　カウンターパートは既に、独自のフォーマットで2000 年の
活動計画を策定している。
1.3 予算計画の策定と実施
　カウンターパートは既に、日本人専門家の支援なしに2000
年におけるシステムのメンテナンス予算を策定しており、実施
能力も既に十分なレベルに達していると考えられる。

－プロジェクト組織表

－カウンターパート要
員リスト

－活動計画表

－年間活動計画表

2. カウンターパート要員は、資機材のメンテナンスに関する能
力をおおむね十分なレベルまで取得している。
　現在まで、システムは大きな障害をもつことなく維持されて
いる。しかし、システムのパフォーマンスの低下、またはサー
ビスの一時停止が、メンテナンス会社の能力不足により発生す
ることがあり、メンテナンス会社の選定に際しては技術能力に
関する十分なチェックが必要である。

－各種マニュアル

－機器リスト

－メンテナンス記録

－技術移転達成度評価
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3. カウンターパート要員は、工業所有権情報システムに関する
能力を十分に取得している。

3.1 システム化計画の策定
　技術移転はおおむね十分なレベルに達しつつあるが、自らよ
り効果的なシステムの構築を可能にするためには、業務実態の
把握に関する能力の向上が望まれる。
3.2 システム開発の管理
　基本技術の移転は十分に達成されたが、開発に伴う組織管理
技術に関しては、不十分であり、プロジェクト終了時までに能
力の向上が図られる必要がある。
3.3 システムの運用
　カウンターパート要員は既に自らシステムの運用を実施して
いる。
3.4 システムの保守
　カウンターパート要員は既に自ら保守を行っているが、効率
的なシステムの運用のために、メンテナンス会社の管理能力の
強化が必要である。
3.5 データベースの構築及び保守
　技術移転は十分に行われており、効率的なデータベースの構
築に向けて作業のルーチン化を促進することが必要である。

－各種マニュアル

－システムメンテナン
ス記録

－技術移転達成度評価

4. カウンターパート要員による先行技術調査技術の取得は目標
とするレベルに達している。
　各カウンターパート要員は自らの技術取得に加えて、他の審
査官への技術移転を促進中であり、今後の自立発展性を高める
うえで、プロジェクトの終了に向けてすべての審査官への技術
移転を促進することが望まれる。

－各種マニュアル

－技術移転達成度評価

5. システムを活用した工業所有権情報の広報・普及がカウン
ターパート要員及び他のスタッフにより主体的に実施されてい
る。

5.1 工業所有権情報の理解
　工業所有権の普及活動を通して、その重要性に関するDIP の
スタッフに認識は大きく向上した。
5.2 セミナーの運営・管理
　セミナーを通してインターネットを利用した工業所有権情報
の活用方策が促進されてきている。この分野では、技術移転が
主としてオン・ザ・ジョブ・トレーニングを通じて行われてき
ており、プロジェクト終了時まで実践的な技術移転を更に推進
することが重要である。
5.3 IP ライブラリーの管理・運営
　IP ライブラリーの運営は既にカウンターパート自身により行
われており、成果は十分に達成されていると言える。しかし、
今後外部ユーザーからの質問の増加、特にプロジェクト終了後
にそれが顕著になってくる可能性が高いため、プロジェクト期
間中に更なる対応能力の向上を図ることが望ましい。

－各種マニュアル

－インターネット
・ホームページ

－ IP ライブラリー管
理台帳

－セミナー記録

－技術移転達成度評価
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（2）プロジェ
クト目標に対
する各成果の
貢献

プロジェクト目標のの達成度 指標の実績

　工業所有権情報の活用に関しては、先
行技術調査及び工業所有権情報の活用の2
つの分野が強化されたことにより、DIP の
能力が十分に向上した。

1. 特許審査官による先行技術調査の達成度
　工業所有権情報システムが適切に構築さ
れ、これを使った先行技術調査技術を審査
官は既に取得している。

2. 工業所有権情報の活用
　カウンターパート要員は、IP ライブラ
リー、インターネット、セミナーを活用した
工業所有権の普及を自ら実施するに至って
いる。
　プロジェクト目標に関連して、外部ユー
ザーから以下の主要なコメントが得られた。

－ IPIC のインターネット・ホームページ
は、工業所有権情報の取得に有効である。

－ IP ライブラリーは特許文献の参照に有用
である。

－ DIP のセミナーは工業所有権知識の取得
に有効であった。
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3．効果

（1）計画時点で予
想された効果

（2）計画時点で予
想されなかった効
果

プラスの効果 マイナスの効果

　本プロジェクトにより、DIP のス
タッフほとんどが工業所有権情報の重
要性を認識するに至った。
　本プロジェクトは、DIP の工業所有
権情報のコンピューター化に加え、タ
イにおける工業所有権情報の普及に貢
献した。

　専用線からインターネットへのネッ
トワークインフラの変更は、一般に開
かれたシステムの構築を可能にした。

　本プロジェクトを通じて移転された
ネットワーク技術は、DIP の新庁舎の
コンピューター化に生かされた。

　日本・ASEAN連携セミナーにおい
て、本プロジェクトにより移転された
技術が紹介され、各国間の工業所有権
に係る情報の共有化に貢献した。

特になし。

特になし。
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4．計画の妥当性

（1）上位目標の
妥当性

　タイ政府は、引き続き工業所有権情報システムの構築を国内産業の育成における
重要な分野として位置づけており、上位目標はタイ政府方針に合致するものである。

（2）プロジェク
ト目標の妥当性

　工業所有権情報の活用能力の強化は、先行技術調査の強化と工業所有権情報の普
及によって達成される。これらは、工業所有権行政の根幹を成す特許の保護と普及
のために中心的な役割を果たすものであり、プロジェクト目標は、上位計画に対し
て妥当性をもっている。

（3）上位目標の
DIP のニーズへ
の貢献

　本プロジェクトが実施される以前、DIP は工業所有権のデータベースを所有してお
らず、そのため他国の審査結果に依存する状況であった。近年の国内における出願
件数の増加により、DIP にとって工業所有権行政の近代化は以前にも増して重要に
なっている。

（4）上位目標の
ユーザーニーズ
への貢献

　アンケート調査から、特許申請、研究開発、発明の目的で外部ユーザーの工業所有
権情報に関するニーズが高いことが確認されている。さらに、ほとんどのユーザー
がDIP のサービスを有効な工業所有権情報の取得方法と考えており、上位目標は、外
部ユーザーのニーズに合致するものと言える。
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5．自立発展性

（1）組織的自立
発展性

　人材の観点では、カウンターパート要員は全体として期待された役割を果たした
と言える。
　タイ側のプロジェクト組織はコンピューター・センター、審査部、IP ライブラリー
及び他の部門からのスタッフで構成されているが、一貫して1人の副局長がプロジェ
クトマネージャーとして組織を統括してきており、このような体制がしっかりつく
られる限り組織的な問題はないものと考えられる。
　DIP は工業所有権協会等の外部ユーザーとの連携を促進しており、このような活動
を通して、ユーザーニーズの把握やそれに基づくサービスの改善を実施していくこ
とが今後もできると考えられる。

（2）経済的自立
発展性

　プロジェクト期間全体を通して、システムの維持管理に関する予算が適切措置さ
れてきた。DIP はシステムへの適切な予算の確保の重要性を十分理解しており、特許
データの入力も含めた適切な予算が今後とも確保されると考えられる。

（3）技術的自立
発展性

　コンピューターシステムに関しては、システムを構築・維持・管理するための技術
移転が行われてきており、現在ではカウンターパート要員から他のスタッフへの移
転も行われている。
　先行技術調査に関しては、全員のカウンターパート要員が他のスタッフへ技術指
導できるレベルにプロジェクト終了時までに達成すると考えられる。
　工業所有権情報の普及に関しては、既にカウンターパート及び他のスタッフ自ら
実施できる状況になっている。
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6．結論、提言及び教訓

結論 　いくつかの問題点は指摘されたものの、全体としてプロジェクトは効率的に投入
を実施し、期待された成果のほとんどを達成したと言える。また、これらの成果は、
すべての技術移転分野において確認されたように、効果的にプロジェクト目標の達
成に結びついた。プロジェクト目標に関しては、外部ユーザーのアンケート結果に
示されているようにDIP の工業所有権行政の能力の向上が図られた。以上より、本
プロジェクトは成功したと評価できる。

提言 　タイにおける工業所有権情報の重要性がますます高まってきていることにかんが
み、更なるDIP の工業所有権に係る能力向上のため、以下の事項が提言としてあげ
られる。
1）プロジェクト終了時までを目標とする提言
－システムの適切な維持管理を継続していくため、メンテナンス会社の管理を含む
管理能力の強化を図る。
－すべての審査官がシステムを活用することを目標に、カウンターパート要員から
他のスタッフへの技術移転を促進する。
－工業所有権の普及に関しては、できるだけ多くのオン・ザ・ジョブ・トレーニング
を実施できるよう日本人専門家、カウンターパート要員、他のスタッフ間の協同
作業を促進することが重要である。
2）プロジェクト終了後早期達成を目標とする提言
－システムの能力を最大限に生かすため、特許データ入力をできるだけ速やかに完
了する。
－本プロジェクトのタスクフォースは、特許データの入力が完了するまで継続する
ことが望ましい。
－特許情報を更新し、検索を正確にするために、本プロジェクトの範囲外ではある
が、事務処理システムの改善と特許情報のデータ入力作業のルーチン化を促進す
ることが望ましい。

教訓 1）プロジェクトの自立発展性を強化するため、カウンターパート要員への技術移転
に加えて他の関係スタッフへの技術移転も考慮することが重要である。
2）技術移転に際しては、技術の進歩に応じたカウンターパートの自立的な発展を確
保することが重要である。
3）タスクフォースの形態を採用したプロジェクトにおいては、要員が兼任である場
合が多いため、プロジェクトの早い段階で作業項目、作業量を明らかにし、それに基
づいて実施することが重要である。
4）先端技術に依存するプロジェクトでは、その技術の変化の影響を想定しておくこ
とも重要である。
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第 3 章　調査団所見

協力の主要な投入項目である専門家派遣・機材供与・カウンターパート研修員受入れは、特許

庁・国内委員会事務局の協力もあり、おおむね順調に行われた。

専門家派遣については長期専門家による積極的な技術移転がなされたとともに、短期専門家に

ついても、適切なタイミングで適切な人材を派遣することができた。

機材供与に関しては、多くがコンピューター、情報通信技術といった技術動向の変動が激しい

分野の機材であり、当初計画が必ずしも現状に即さない状況も生じたが、これらの技術動向の変

動に対し計画を変更するなどして柔軟に対応し解決したことは適切な技術移転を可能にしたばか

りか、今後の自立発展性にも大きく影響するものであった。

また、カウンターパート研修についても、国内委員会事務局、企業の協力を得て適切に行うこ

とができた。さらに、カウンターパートに対する、アンケート・ヒアリング結果においても研修

の有効性が確認された。

一方、タイ側においては適切なカウンターパートが配置されたとともに大きな異動もなかった。

また、カウンターパートがタスクフォースとして適切に組織され運営されたことはプロジェクト

の実施を円滑にした。

上述したとおり順調にプロジェクトは実施されてきたといえるが、具体的な技術移転について

は、技術移転の形態が審査処理システムを構築していく過程においてC ／ P に OJT を中心として

技術移転していくという、これまで行われてきたプロジェクト方式技術協力とは異なる形態をとっ

ていたため、プロジェクト関係者の間で認識に混乱が生じることもあった。そこで、技術移転を

行うにあたり専門家、カウンターパートを含むプロジェクト関係者の相互理解を図る手段として

「技術移転達成度評価表」が作成された。この評価表は中間評価調査において作成されたものであ

るが、これによって移転すべき技術項目、また達成すべき目標が明確にかつ詳細に策定された。こ

の評価表によりプロジェクト関係者の相互理解が図られ、円滑な技術移転を行うことができた。さ

らに、この評価表は今回の終了時評価を客観的かつ効果的に実施することにも貢献した。

一方、このプロジェクトを実施するうえで前提条件となる外部状況に関しては様々な問題が生

じた。

その 1 つに、プロジェクト協力期間中に起こった通貨危機があげられるが、この通貨危機に際

してもタイ政府の知的所有権の重要性の認識から可能な限りの予算措置がなされたことはプロジェ

クトの円滑な実施を可能とした。また、我が国も通貨危機に際し技術移転に不可欠なローカルコ

ストを一部タイに代わり負担するなど柔軟な対応によりこのような外部状況の変化を乗り切った。

また、外部状況の変化のもう 1 つに情報通信技術の急速な進歩があったが、当初の情報公開を
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専用回線により行う計画をインターネットに切り替えた判断は、タイミング、判断内容、また柔

軟性において非常に評価し得るものである。

以上のようにいくつかの問題点はあったものの、全体としてプロジェクトは効率的に投入を実

施し、期待された成果のほとんどを達成したといえる。また、これらの成果は、DIP 審査官への

インタビューや外部ユーザーアンケート結果において確認されたように効果的にプロジェクト目

標の達成に結びついた。このように、本プロジェクトは成功であったと評価できる。

ここでタイの工業所有権の現状を概観すると、特許・意匠の出願件数はプロジェクト開始時の

1995 年の約 4,500 件から 1998 年の約 6,500 件に増加している。特に、タイの国内出願に関しては、

約 600 件から 1,300 件へと倍増している。このような状況に対応するため、タイにおいては先行技

術調査・審査能力を早急に向上させることが必要となっている。現在、タイ知的財産局で先行技

術調査し得る手段は実質的にこのプロジェクトで構築した審査処理システムのみであり今後のま

すますの活用が見込まれる。さらに、タイにおける知的財産権に対する関心の高まりもあり、特

許権に対する意識の向上及び特許情報の有効活用に関しても本プロジェクトで得られた成果が大

いに活用されることが期待できる。

また、このプロジェクトは工業所有権に係るプロジェクトとしては最初のものであり今回得ら

れた成果、教訓は今後続くフィリピン、ヴィエトナム等のプロジェクトに活用され、また共有さ

れていくとともに、今後タイから周辺諸国への技術移転も期待され、タイ知的財産局はフィリピ

ン、ヴィエトナムをはじめとするタイ周辺諸国において中心的役割を果たすことが望まれる。現

在、JICA は実施中及び終了したプロジェクトを活用し、これを核として人的交流によるネットワー

クの構築と関係機関相互の情報交換・共有化の促進を目的とした「工業所有権分野プロジェクト

連携促進事業」（第1 回：1998 年 1 月 20 日～22 日・タイ、第2 回：1999 年 10 月 4 日～8 日・フィ

リピン）を実施しているが、本プロジェクトはプロジェクト活動で得られた成果を発表するなど

し情報交換・共有化に貢献したことは特筆すべきことである。

最後に、更なるDIP の工業所有権に係る能力の向上のための提言をするとともに、今後実施さ

れる技術協力の参考のために教訓を示しておく。

＜提言＞

1）プロジェクト終了時までを目標とする提言

－システムの適切な維持管理を継続していくため、メンテナンス会社の管理を含む管理能

力の強化を図る。

－すべての審査官がシステムを活用することを目標に、カウンターパート要員から他のス

タッフへの技術移転を促進する。

－工業所有権の普及に関しては、できるだけ多くのオン・ザ・ジョブ・トレーニングを実

施できるよう日本人専門家、カウンターパート要員、他のスタッフ間の協同作業を促進
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することが重要である。

2）プロジェクト終了後早期達成を目標とする提言

－システムの能力を最大限に生かすため、特許データ入力をできるだけ速やかに完了する。

－本プロジェクトのタスクフォースは、特許データの入力が完了するまで継続することが

望ましい。

－特許情報を更新し、検索を正確にするために、本プロジェクトの範囲外ではあるが、事

務処理システムの改善と特許情報のデータ入力作業のルーチン化を促進することが望ま

しい。

＜教訓＞

1）プロジェクトの自立発展性を強化するため、カウンターパート要員への技術移転に加えて

他の関係スタッフへの技術移転も考慮することが重要である。

2）技術移転に際しては、技術の進歩に応じたカウンターパートの自立的な発展を確保するこ

とが重要である。

3）タスクフォースの形態を採用したプロジェクトにおいては、要員が兼任である場合が多い

ため、プロジェクトの早い段階で作業項目、作業量を明らかにし、それに基づいて実施する

ことが重要である。

4）先端技術に依存するプロジェクトでは、その技術の変化の影響を想定しておくことも重要

である。
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